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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成18年６月29日に提出した第25期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

 注記事項 

（リース取引関係） 

２ 財務諸表等 

(1）財務諸表 

 注記事項 

（リース取引関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 

第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１【連結財務諸表】 

 (1) 【連結財務諸表】 

 注記事項 

 （リース取引関係） 



（訂正前） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

3,286 1,998 1,288 

（有形固定資
産） 
その他 

1,149 778 370 

（無形固定資
産） 
その他 

89 7 82 

合計 4,525 2,785 1,740 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残
高相当
額 
（百万
円） 

機械装置
及び運搬
具 

2,989 1,964 476 548 

（有形固
定資産） 
その他 

770 399 212 159 

（無形固
定資産） 
その他 

155 32 123 － 

合計 3,915 2,396 812 707 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産及び無形固定資産（その他）

の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によって算出しております。 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産及び無形固定資産（その他）

の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によって算出しております。 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 467百万円 

１年超 1,273百万円 

合計 1,740百万円 

１年内 489百万円 

１年超 218百万円 

合計 707百万円 

  リース資産減損勘定期末残高 812百万円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定資産及び無形固

定資産（その他）の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定資産及び無形固

定資産（その他）の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 632百万円 

減価償却費相当額 632百万円 

支払リース料 514百万円 

減価償却費相当額 514百万円 

減損損失 812百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   



（訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

3,332 2,002 1,330 

（有形固定資
産） 
その他 

1,149 778 370 

（無形固定資
産） 
その他 

89 7 82 

合計 4,571 2,789 1,782 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残
高相当
額 
（百万
円） 

機械装置
及び運搬
具 

3,100 1,979 476 644 

（有形固
定資産） 
その他 

782 400 212 169 

（無形固
定資産） 
その他 

155 32 123 － 

合計 4,038 2,412 812 814 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産及び無形固定資産（その他）

の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によって算出しております。 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産及び無形固定資産（その他）

の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によって算出しております。 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 475百万円 

１年超 1,306百万円 

合計 1,782百万円 

１年内 782百万円 

１年超 843百万円 

合計 1,626百万円 

  リース資産減損勘定期末残高 812百万円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定資産及び無形固

定資産（その他）の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定資産及び無形固

定資産（その他）の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 637百万円 

減価償却費相当額 637百万円 

支払リース料 534百万円 

減価償却費相当額 534百万円 

減損損失 812百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   



２【財務諸表等】 

 (1) 【財務諸表】 

 注記事項 

（リース取引関係） 

（訂正前） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 1,668 1,027 641 

工具器具及び
備品 

550 314 235 

その他 76 50 26 

合計 2,296 1,392 903 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残
高相当
額 
（百万
円） 

機械及び
装置 

1,660 1,171 400 88 

工具器具
及び備品 

475 203 178 93 

その他 42 25 12 4

合計 2,178 1,400 591 186 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によって算定して

おります。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 251百万円 

１年超 651百万円 

合計 903百万円 

１年内 67百万円 

１年超 119百万円 

合計 186百万円 

  リース資産減損勘定期末残高 591百万円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よって算定しております。 

同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 306百万円 

減価償却費相当額 306百万円 

支払リース料 284百万円 

減価償却費相当額 284百万円 

減損損失 591百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（訂正後） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 1,668 1,027 641 

車両及び運搬
具 

76 50 26 

工具器具及び
備品 

550 314 235 

合計 2,296 1,392 903 

 

取得価
額相当
額 
（百万
円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残
高相当
額 
（百万
円） 

機械及び
装置 

1,660 1,171 400 88 

車両及び
運搬具 

42 25 12 4

工具器具
及び備品 

476 203 178 94 

合計 2,179 1,400 591 187 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によって算定して

おります。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 251百万円 

１年超 651百万円 

合計 903百万円 

１年内 259百万円 

１年超 519百万円 

合計 778百万円 

  リース資産減損勘定期末残高 591百万円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よって算定しております。 

同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 306百万円 

減価償却費相当額 306百万円 

支払リース料 285百万円 

減価償却費相当額 285百万円 

減損損失 591百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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